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新三田病院建設中
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医療経営管理学科、医療福祉学科

理学療法学科、作業療法学科、

言語聴覚学科（平成19年4月開設）

看護学科、理学療法学科、作業療法学科

 栃木本校のほかサテライトキャンパスも設置
（東京・小田原・熱海・福岡・大川）

 同時双方向遠隔授業
 医療職のための本格的な生涯学習コース、

「乃木坂スクール」開講
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　平成７年栃木県大田原市に、日本初の保健・医療・福祉分野の総合大学として設立。看護師、理学療
法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓練士、診療放射線技師、社会福祉士、介護福祉士、薬剤師等
のコメディカルを育成している。　
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パート１
2012年診療報酬改定

４月２０日中医協



2010年度診療報酬改定

• 全体改定率　＋0.19％
• １　診療報酬改定（本体）

• 改定率　　　＋1.55％

– 各科改定率　医科　＋1.74％
• 　　（入院　＋3.03％、外来　＋0.31％）

• 歯科　＋2.09％
• 調剤　＋0.52％

• ２　薬価改定等
– 改定率　　▲1.36％
– 薬価改定　　　▲1.23％（薬価ベース　▲5.75％）

– 材料価格改定　▲0.13％

5700億円

4400億円
うち急性期病
院4000億円

700億円

5000億円
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平成平成2222年度診療報酬改定後の一日当たり医療費の伸び率年度診療報酬改定後の一日当たり医療費の伸び率
（平成（平成2222年４月～平成年４月～平成2323年２月対前年同期比）年２月対前年同期比）

（％）（％） （％）（％）

（％）（％）

（％）（％）

産婦人科産婦人科

皮膚科皮膚科

整形外科整形外科外科外科

小児科小児科

眼科眼科

耳鼻咽喉科耳鼻咽喉科

その他その他

内科内科

出典：厚生労働省　《メディアス》 最近の医療費の動向　平成23年2月号

診療種類別
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社会保障審議会医療保険部会
（2011年9月16日）

• ①　2010年改定の４つの視点については踏襲して
はどうか？

• ②　2012年改定は診療報酬・介護報酬の同時改定
であるので、医療・介護の連携体制の構築について
評価すべきではないか？

• ③　社会保障・税一体改革成案において掲げられた
病院・病床機能の分化・強化と連携や、在宅医療の
充実についてどのように考えていくのか？

• ④　東日本大震災を踏まえて災害に強い医療の在
り方に対する評価や被災地への診療報酬上の対応
を考える必要がるのではないか？



社会保障改革に関する
集中検討会議

第１０回会議（2011年6月2日）



介護療養病床

高度急性期

　 一般急性期

　　亜急性期等

　長期療養

介護施設

居住系サービス

在宅サービス

　
　○

居
住
系
、
在
宅
サ
ー
ビ
ス
の
更
な
る
拡
充
　
　
な
ど

　
　○

機
能
分
化
の
徹
底
と
連
携
の
更
な
る
強
化

療養病床
（23万床）

一般病床
（107万床）

【2011(H23)年】 【2025(H37)年】【2015(H27)年】

（高度急性期）

（一般急性期）

（亜急性期等）

医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資

介護療養病床

介護施設
（92万人分）

居住系サービス
（31万人分）

在宅サービス

介護保険法改正法案
地域包括ケアに向けた取組

○介護療養廃止６年
（2017(H29)
　年度末まで）猶予
○24時間巡回型サービス
○介護職員による喀痰吸引
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

医療提供体制改革の課題
医療機能分化の推進

○急性期強化、リハ機能等の確
　保・強化など機能分化・強化
○在宅医療の計画的整備　
○医師確保策の強化　　　など

報酬同時改定（2012）の課題
医療・介護の連携強化

○入院～在宅に亘る連携強化
○慢性期対応の医療・介護
サービスの確保
○在宅医療・訪問看護の充実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

地
域
に
密
着
し
た
病
床
で
の
対
応

一般病床

長期療養
(医療療養等)

介護施設

居住系サービス

在宅サービス

将来像に向けての医療・介護機能強化の方向性イメージ

相
　
互
　
の
　
連
　
携
　
深
　
化

○　病院・病床機能の役割分担を通じてより効果的・効率的な提供体制を構築するため、「高度急性期」、「一般急性期」、「亜急性期」な
ど、ニーズに合わせた機能分化・集約化と連携強化を図る。併せて、地域の実情に応じて幅広い医療を担う機能も含めて、新たな体制を
段階的に構築する。医療機能の分化・強化と効率化の推進によって、高齢化に伴い増大するニーズに対応しつつ、概ね現行の病床数レ
ベルの下でより高機能の体制構築を目指す。
○　医療ニーズの状態像により、医療・介護サービスの適切な機能分担をするとともに、居住系、在宅サービスを充実する。

「
施
設
」か
ら
「
地
域
」
へ
・
「医
療
」か
ら
「
介
護
」
へ
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医療一般病床の考え方

• 現在の医療一般病床
– 「高度急性期」、「一般急性期」、「亜急性期・回復
期リハ等」に再編

– 「地域一般病床」
• 明確な区分けが難しい地方などでは、幅広い医療機

能を担う地域密着型の「地域一般病床」を創設する。
地域一般病床は、人口5万－7万人の自治体の住民
100人当たりに1床程度を整備するとの想定だ。

– 平均在院日数を大幅に短縮

– 在宅サービスを充実



パターン１

• パターン1
• 一般病床

– 2011年度現在107万床（平均稼働率約75％、平均在院日数約19
－20日）

• 一般病床は2025年度の時点で103万床
– ▽高度急性期18万床（70％、15－16日）

– ▽一般急性期35万床（70％、9日）

– ▽亜急性期・回復期リハ等26万床（90％、60日）

– ▽地域一般病床24万床（77％、19－20日）

• 長期療養（慢性期）23万床（91％、150日）→28万床（91％
、135日）

• 精神35万床（90％、300日→27万床（90％、270日）



2012年診療報酬改定の基本方針
～2010年改定の４つの視点を踏襲～

• 重点課題

– ①救急、産科、小児、外科等の医療の再建

– ②病院勤務医の負担の軽減

• ４つの視点
– ①充実が求められる領域を適切に評価していく視点

– ②患者からみて分かりやすく納得でき、安心・安全で、生活の質にも
配慮した医療を実現する視点

– ③医療と介護の機能分化と連携の推進等を通じて、質が高く効率的
な医療を実現する視点

– ④効率化余地があると思われる領域を適正化する視点

•   （2009年11月25日社会保障審議会の医療保険部会）



2012年診療報酬改定の
４つの視点と例示



2012年診療報酬改定の４つの視点と例示

• 視点１　充実が求められる領域を適切に評価してい
く視点
– 身体疾患を合併する精神疾患救急患者への対応等急性
期の精神疾患に対する医療の適切な評価

–  認知症の早期診断等、認知症に対する精神科医療の適
切な評価

– 緩和ケア、小児がんを含む、がん医療の適切な評価

– 生活の質に配慮した歯科医療の適切な評価

– 手術等の医療技術の適切な評価

– 医薬品、医療材料等におけるイノベーションの適切な評
価 等



４つの視点と例示

• 視点２　患者からみて分かりやすく納得でき、
安心・安全で、生活の質に配慮した医療
– 高度急性期、急性期等の病院機能にあわせた入

院医療の評価

–慢性期入院医療の適正な評価

– 医療従事者の負担軽減に向けた評価の在り方（
勤務体制等の改善の評価、外来診療の適正な評
価、医師と病棟薬剤師等の他職種と役割分担と
連携等の評価）



４つの視点と例示

• 視点３　医療と介護の機能強化・連携に関するもの
–  在宅医療を担う医療機関の役割分担や連携の評価

– 早期の在宅療養への移行、地域生活への復帰に向けた
取組の評価

– 在宅での療養の質の向上に向けた在宅歯科、在宅薬剤
管理の充実

– 退院直後等の医療ニーズの高い者への重点化等の訪問
看護の充実

– 維持期のリハビリテーション等における医療・介護の円滑
な連携

– 介護施設における医療提供の評価の在り方



４つの視点と例示

• 視点４　効率化余地がある領域を適正化する視
点
–後発医薬品の使用促進

– 市場実勢価格等を踏まえた医薬品、医療材料等の
評価 等

• その他
– 東日本大震災を踏まえた災害対応に関するもの

–今後の災害対策の充実を促進するための評価の在
り方

–補助金や補償との役割分担を踏まえた被災地にお
ける診療報酬上の対応策

 



２０１２年診療報酬改定
注目ポイントその１

「病棟薬剤師」が注目！



三田病院の病棟薬剤師

各病棟に薬剤師を配置し、薬に対しての疑問
や不安など、入院患者の薬物治療に薬剤師が
積極的に関わり、薬の内容や用量、服薬説明、
治療効果や副作用の確認などを行っている。

医薬品の医療安全にも貢献

７階病棟 ８階病棟

９階病棟





日本病院団体協議会要望（7月29日）

• チーム医療の評価（医
療各職種の病棟配置）
– チーム医療の重要性が
論じられ、各病棟におい
ては既に様々なチーム
医療が行われている。

– そのため薬剤師、リハ
スタッフ、管理栄養士、
社会福祉士、臨床工学
技士、精神保健福祉士

等の病棟配置に対す
る加算評価を要望す
る

　　　日病協議長　西澤寛俊



注目ポイントその２
在宅医療と診療報酬改定

在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院



06年在宅療養支援診療所の新設

Ｃ病院

Ａ診療所

在宅療養支援
診療所

在宅
患者

Ｂ診療所
（連携先）

特養
有料老人
ホームなど

往診料や訪問
診察料に高い
加算

死亡前２４時間以内に
訪問して患者を看取れば
１万点

Ａ診療所と連携している
Ｂ診療所（またはＣ病院）
がＡ診療所の代行で訪問
診療を行えば、在宅療養
支援診療所なみの高い診療
点数を算定できる

特養、有料老人
ホーム、ケアハウスの
入居者で末期がんの患者に
対する訪問診療料が算定できる

連携

連携

http://medical-nabi.img.jugem.jp/20050731_21663.gif
http://www.comsn.co.jp/service/home/news/2005/01/15/images/050115chh2-view.jpg


※地方厚生局施設基準届け出データより【２０１０年１１月】

2010年11月現在

全国１２５７７件全国１２５７７件





在宅療養支援病院とは？



在宅療養支援病院の規制緩和
（2010年診療報酬改定）

• 2008年診療報酬
– 在宅療養支援病院の要件は「半径4ｋｍ以内に診

療所が存在しないもの」とされていたので、僻地
等地域において在宅療養を提供する診療所がな
い地域のみに限定されていた

– このため届け出は11病院に限定

• 2010年、この４Ｋｍ要件が撤廃された

• この要件撤廃の影響は？



在宅療養支援病院

• 200床未満の病院でも、24時間365日体制を
とり、届ければ在宅療養支援病院となり以下
の算定が可能になる
–往診料

• 緊急加算650点、夜間加算1300点、深夜加算2300点
がある。届出なしに比べて緊急加算と夜間加算は2倍
、深夜加算も1.8倍

– ターミナルケア加算
• 10000点、届出なしの点数の5倍



在宅療養支援病院

– 在宅末期医療総合診療料
• 処方せん交付で1495点、処方せんなしで1685点と、高

い評価

– 在宅時医学総合管理料
• 処方せん発行で4200点であり、届出なしの2200点より

も2000点高い

• 処方せん発行なしでは4500点と2500点で、2000点の
差がある

– 特定施設入居時等医学総合管理料

–退院時共同指導料



在宅療養支援病院数の推移

撤廃！



大阪・
兵庫



医療法人財団厚生会古川橋病院
東京都で第１号の在宅療養支援病院

• 在宅療養支援病院　港区南麻布２丁目
–一般病床　４９床

– 介護老人保健施設　４０床

– 介護予防機能訓練施設　２０名

–居宅介護支援事業所

– 健診センター

　

鈴木先生



　在宅療養支援病院実態調査

日本医療マネジメント学会

地域医療委員会
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在宅療養支援病院の
２０１２年改訂予想

• 在宅療養支援診療所や一般診療所の在宅
患者のための空床確保→新設

• 診療所医師のための開放病床確保→新設

• 24時間往診体制確保（２タイプ）
–当直医以外の往診担当医を確保（現行）

– 地域の医療機関との輪番制で24時間対応（新
設）



注目ポイントその３

ＤＰＣ/PDPS

http://lohasmedical.jp/news/assets_c/2009/12/11%E6%9C%8830%E6%97%A5%E3%81%AEDPC%E8%A9%95%E4%BE%A1%E5%88%86%E7%A7%91%E4%BC%9A-3507.php


ＤＰＣ関連病院の拡大
１６５０病院、50万床へ
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一般病床に占めるDPC関連病床割合
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2010年診療報酬改定とDPC



2012年改定では
調整係数が基礎係数となる





基礎係数（新設）

• 基礎係数は、機能評価係数Ⅰ、Ⅱでは評価しきれ
ない、基本的な診療機能に対する診療報酬を算定
するために導入

• 基礎係数は、DPC　病院の診療機能（施設特性）を
反映させるため、いくつかの医療機関群にわけて、
医療機関群で共通の係数とする

• 医療機関群の例

– A群：大学病院本院群

– B群：高診療密度病院群
– C群：それ以外の病院群



パート２

DPCとジェネリック医薬品



　ＤＰＣによる医薬品の変化

中医協ＤＰＣ評価分科会より

2005年4月12日



DPC対象病院・準備病院における
ジェネリック医薬品使用状況
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　　　　三田病院三田病院のＤＰＣ導入とのＤＰＣ導入と
　　　　ジェネリック医薬品　　　　ジェネリック医薬品

　　　　　　～～0808年年77月からＤＰＣ突入～月からＤＰＣ突入～



　ジェネリック医薬品への置き換え

　　注射薬65品目の一斉置き換え



三田病院におけるジェネリック医薬品
切り替え方針

• 入院における注射薬について7月1日から切り替
え、一段落したら次に内服外用薬を切り替え

• ジェネリック医薬品の選定方針

– 国際医療福祉大学グループ3病院で使用している注射薬600品目のうち
ジェネリック医薬品が存在するのが300品目

– 流通上の問題のあるもの、先発品と比較してコスト差があまりないもの等
の整理を行い、約150品目に絞込み

– 入院中心で使用されると想定される薬剤および造影剤に、更に絞って整
理し65品目とした。

– 流通に関しては、直納品ではなく大手卸会社経由のものにて選定。



聖マリアンナ医大の事例も参考にした

• 2003年4月1日よりＤＰＣ導入

• 全採用品目数約1700品目、年間医薬品購入費50億円

• 67品目の注射剤を先発品から後発品に切り替え
　　　→年間２億円の削減効果

• 切り替えプロセス
– 後発品のあるすべての注射薬120－130品目について検討
ー品質、情報、安定供給を確認したうえで、67品目を切り替え



削減効果の多い注射薬（2005年）

ファモチジン

メシル酸ナファモスタット

スルバクタム・セフォラペラゾン

ウリナスタチン

アルフロスタジルアルファデスク

メシル酸ガベキサート

維持液５００ｍｌ

塩酸ドブタミン

酒石酸ブロチン

塩酸ニカルジピン

オザクレルナトリウム

塩酸バンコマイシン

塩酸リトドリン

アシクロビル

メシル酸ガベキサート

メシル酸ナファモスタット

削減額
聖マリアンナ医大



削減額の大きい内服薬（2005年）
Cost reductive Orals (2005)

ファモチジン

カリジノゲナーゼ

フロチゾラム

ニコラジル

ファモチジン

セラプターゼ

プラバスタチンナトリウム

かわらたけ多糖体末

アルファカルシドール

シンバスタチン

酢酸メドロキシプロゲステロン

メシル酸カモスタッド

塩酸チクロビジン

クエン酸タモキシフェン

ロキソプロフェンナトリウム

フルコナゾール

削減額

聖マリアンナ医大



三田病院後発品置き換え品目

先発薬品名 規格・単位 会社名 後発薬品名 規格・単位 会社名

1  ｱﾃﾞﾗﾋﾞﾝ 9号 1mL 1A 三和化学 ﾘﾊﾞﾚｽ注 1mL 1A 日医工
2ｱﾈｷｾｰﾄ注射液 0.5mg 0.5mg 5mL 1A ｱｽﾃﾗｽ ﾌﾙﾏｾﾞﾆﾙ注射液0.5mg「F」 0.5mg 5mL 1A 富士

3ｱﾐﾉﾚﾊﾞﾝ ｿﾌﾄﾊﾞｯｸﾞ 500mL 1B 大塚 ﾋｶﾘﾚﾊﾞﾝ 500mL 1B 光製薬

4ｲﾉﾊﾞﾝ注 100mg 100mg 5mL 1A 協和 塩酸塩点滴静注用ﾄﾞﾊﾟﾐﾝ 100mg「 」ｱｲﾛﾑ 100mg 5mL 1A ｱｲﾛﾑ

5ｲﾝﾄﾗﾘﾎﾟｽ 20% ｿﾌﾄﾊﾞｯｸﾞ 20% 100mL 1B 大塚 ｲﾝﾄﾗﾌｧｯﾄ注20% 20% 100mL 1B 武田

6ｳﾞｨｰﾝＦ 注 500mL 1ﾊﾞｲｱﾙ 興和 ｿﾘｭｰｹﾞﾝF 500mL 1V ｱｲﾛﾑ

7ｴﾌｵｰﾜｲ注射用 100 100mg 1ﾊﾞｲｱﾙ 小野 注射用ﾌﾟﾛﾋﾞﾄｰﾙ100mg 100mg 1ﾊﾞｲｱﾙ 日医工

8塩酸ﾄﾞﾊﾟﾐﾝ注ｷｯﾄ 200
0.1% 200mL 1
ﾊﾞｯｸﾞ

持田 塩酸ﾄﾞﾊﾟﾐﾝ注ｷｯﾄ 200
0.1% 200mL 1
ﾊﾞｯｸﾞ

ｱｲﾛﾑ

9塩酸ﾄﾞﾊﾟﾐﾝ注ｷｯﾄ 600
0.3% 200mL 1
ﾊﾞｯｸﾞ

持田 塩酸ﾄﾞﾊﾟﾐﾝ注ｷｯﾄ 600
0.3% 200mL 1
ﾊﾞｯｸﾞ

ｱｲﾛﾑ

10塩酸 点滴静注用ﾊﾞﾝｺﾏｲｼﾝ 0.5g 1ﾊﾞｲｱﾙ 塩野義 塩酸 点滴静注用ﾊﾞﾝｺﾏｲｼﾝ 0.5g「ＴＸ」 0.5g 1ﾊﾞｲｱﾙ 光製薬

11ｷｻﾝﾎﾞﾝ注射用 20mg 20mg 1ﾊﾞｲｱﾙ ｷｯｾｲ 点滴静注ｷｻｸﾛｯﾄ 20mg
20mg 1mL 1ｱﾝﾌﾟ
ﾙ

ｱｲﾛﾑ

12ｸﾞﾘｾｵｰﾙ注 ﾊﾞｯｸﾞ 200mL 1ﾊﾞｯｸﾞ 中外 ｸﾞﾘｾﾚﾌﾞ 200mL 1ﾊﾞｯｸﾞ ﾃﾙﾓ

13ｼｸﾞﾏｰﾄ注 2mg 2mg 1ﾊﾞｲｱﾙ 中外 点滴静注用ﾆｺﾗﾝｼﾞﾙ 2mg「 」ｻﾜｲ 2mg 1ﾊﾞｲｱﾙ 沢井

14ｼｸﾞﾏｰﾄ注 48mg 48mg 1ﾊﾞｲｱﾙ 中外 点滴静注用ﾆｺﾗﾝｼﾞﾙ 48mg「 」ｻﾜｲ 48mg 1ﾊﾞｲｱﾙ 沢井

15 静注用 ｽﾙﾍﾟﾗｿﾞﾝ 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ ﾌｧｲｻﾞｰ 静注用ﾊﾞｸﾌｫｰｾﾞ 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ ｻﾝﾄﾞ

16ｾﾌｧﾒｼﾞﾝα点滴用 1g ｷｯﾄ 1g 1ｷｯﾄ ｱｽﾃﾗｽ ﾗｾﾅｿﾞﾘﾝ注射用 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ 日医工
17ｾﾌｧﾒｼﾞﾝα注射用 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ ｱｽﾃﾗｽ ﾗｾﾅｿﾞﾘﾝ注射用 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ 日医工
18  点滴静注用 ｾﾌﾒﾀｿﾞﾝ ｷｯﾄ 1g 1g 1ｷｯﾄ 第一三共 ｾﾌﾒﾀｿﾞｰﾙNa静注用1ｇ「ＮＰ」 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ ﾆﾌﾟﾛ

19 静注用 ｾﾌﾒﾀｿﾞﾝ 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ 第一三共 ｾﾌﾒﾀｿﾞｰﾙNa静注用1ｇ「ＮＰ」 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ ﾆﾌﾟﾛ

20ｾﾙｼﾝ注射液 10mg 10mg 1A 武田 ｼﾞｱｾﾞﾊﾟﾑ注射液10mg「ﾀｲﾖｰ」 10mg 1A 大洋



三田病院後発品置き換え品目
21 点滴静注用 ｿﾞﾋﾞﾗｯｸｽ 250 250mg 1ﾊﾞｲｱﾙ GSK ｱｼｸﾛﾋﾞﾙ注250mg「科薬」 250mg 1ﾊﾞｲｱﾙ ﾎﾟｰﾗ

22ｿﾘﾀ－T 3号 200mL 1ﾊﾞｲｱﾙ 味の素 ﾋｼﾅﾙｸ3号輸液 200mL 1ﾊﾞｯｸﾞ ﾆﾌﾟﾛ

23ｿﾘﾀ－T 3号 500mL 1ﾊﾞｲｱﾙ 味の素 ﾋｼﾅﾙｸ3号輸液 500mL 1ﾊﾞｯｸﾞ ﾆﾌﾟﾛ

24ｿﾙ・ﾒﾄﾞﾛｰﾙ 125mg 125mg 1ﾊﾞｲｱﾙ ﾌｧｲｻﾞｰ 注射用ｿﾙ・ﾒﾙｺｰﾄ125 125mg 1ﾊﾞｲｱﾙ 富士

25ｿﾙ・ﾒﾄﾞﾛｰﾙ 500mg 500mg 1ﾊﾞｲｱﾙ ﾌｧｲｻﾞｰ 注射用ｿﾙ・ﾒﾙｺｰﾄ500 500mg 1ﾊﾞｲｱﾙ 富士

26ｿﾙﾀﾞｸﾄﾝ 100mg 100mg 1A ﾌｧｲｻﾞｰ 静注用ﾍﾞﾈｸﾄﾐﾝ 100mg 100mg 1A 大洋

27ﾀｷｿｰﾙ注射液 30mg
30mg 5mL 1ﾊﾞｲｱ
ﾙ

ﾌﾞﾘｽﾄﾙ ﾊﾟｸﾘﾀｷｾﾙ注射液30mg「NK」
30mg 5mL 1ﾊﾞｲｱ
ﾙ

日本化薬

28ﾀｷｿｰﾙ注射液 100mg
100mg 16.7mL 
1ﾊﾞｲｱﾙ

ﾌﾞﾘｽﾄﾙ ﾊﾟｸﾘﾀｷｾﾙ注射液100mg「NK」
100mg 16.7mL 
1ﾊﾞｲｱﾙ

日本化薬

29ﾀﾞﾗｼﾝ S注射液 600mg 600mg 1A ﾌｧｲｻﾞｰ ｸﾘﾀﾞﾏｼﾝ注600mg 600mg 1A ﾆﾌﾟﾛ

30ﾃﾞｶﾄﾞﾛﾝ注射液 4mg 3.3mg 1mL 1A 万有 ﾃﾞｷｻｰﾄ注射液 3.3mg 1mL 1A 富士

31ﾄﾞﾌﾞﾄﾚｯｸｽ注射液 100mg 100mg 1A 塩野義 点滴静注用ﾄﾞﾌﾞﾀﾐﾝ 100mg「 」ｱｲﾛﾑ 100mg 1A ｱｲﾛﾑ

32ﾄﾗﾝｻﾐﾝ注 10% 10% 10mL 1A 第一三共 ﾄﾗﾝｻﾎﾞﾝ注1g 10% 10mL 1A ﾆﾌﾟﾛ

33ﾄﾞﾙﾐｶﾑ注射液 10mg 10mg 2mL 1A ｱｽﾃﾗｽ ﾐﾀﾞｿﾞﾗﾑ注10mg「ｻﾝﾄﾞ」 10mg 2mL 1A ｻﾝﾄﾞ

34ﾊﾍﾞｶｼﾝ注射液 100mg 100mg 2mL 1A 明治 ﾃﾞｺﾝﾀｼﾝ注射液100mg 100mg 2mL 1A 大洋

35ﾊﾟﾗﾌﾟﾗﾁﾝ注射液 50mg
50mg 5mL 1ﾊﾞｲｱ
ﾙ

ﾌﾞﾘｽﾄﾙ 点滴静注用ｶﾙﾎﾞﾌﾟﾗﾁﾝ 50mg「 」ｻﾝﾄﾞ 50mg 5mL 1ﾊﾞｲｱ
ﾙ

ｻﾝﾄﾞ

36ﾊﾟﾗﾌﾟﾗﾁﾝ注射液 150mg
150mg 15mL 1ﾊﾞ
ｲｱﾙ ﾌﾞﾘｽﾄﾙ 点滴静注用ｶﾙﾎﾞﾌﾟﾗﾁﾝ 150mg「 」ｻﾝﾄﾞ 150mg 15mL 1ﾊﾞ

ｲｱﾙ ｻﾝﾄﾞ

37ﾊﾟﾗﾌﾟﾗﾁﾝ注射液 450mg
450mg 45mL 1ﾊﾞ
ｲｱﾙ

ﾌﾞﾘｽﾄﾙ 点滴静注用ｶﾙﾎﾞﾌﾟﾗﾁﾝ 450mg「 」ｻﾝﾄﾞ 450mg 45mL 1ﾊﾞ
ｲｱﾙ

ｻﾝﾄﾞ

38 静注用 ﾊﾟﾝｽﾎﾟﾘﾝ 1g ﾊﾞｯｸﾞS 1g 1ｷｯﾄ 武田 静注用ﾊﾟｾﾄｸｰﾙ 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ ﾆﾌﾟﾛ

39ﾊﾟﾝﾄｰﾙ注射液 100mg 100mg 1A ﾄｰｱｴｲﾖ ﾊﾟﾝﾃﾆｰﾙ注100mg 100mg 1A ｱｲﾛﾑ

40ﾊﾟﾝﾄｰﾙ注射液 500mg 500mg 1A ﾄｰｱｴｲﾖ ﾊﾟﾝﾃﾆｰﾙ注500mg 500mg 1A ｱｲﾛﾑ

41ﾋﾙﾄﾆﾝ 0.5mg 注射液 0.5mg 1A 武田 ﾋｼﾀﾞﾘﾝ注0.5mg 0.5mg 1A ﾆﾌﾟﾛ



三田病院後発品置き換え品目
42ﾌﾞｽｺﾊﾟﾝ注射液 2% 1mL 1A Ｎ・Ｂ・Ｉ ﾌﾞｽﾎﾟﾝ注射液 2% 1mL 1A ｷｮｰﾘﾝ

43ﾌﾟﾛｽﾀﾙﾓﾝ・Ｆ注射液 1000 1mg 1mL 1A 小野 ﾌﾟﾛｽﾓﾝ注1000 1mg 1mL 1A 富士

441% ﾌﾟﾛﾎﾟﾌｫｰﾙ注「ﾏﾙｲｼ」 200mg 20mL 1A 丸石 1% ﾌﾟﾛﾎﾟﾌｫｰﾙ注「ﾏｲﾗﾝ」 200mg 20mL 1A ﾏｲﾗﾝ

45ﾍﾟﾙｼﾞﾋﾟﾝ注射液 2mg 2mg 2mL 1A ｱｽﾃﾗｽ ｻﾘﾍﾟｯｸｽ注0.1% 2mg 2mL 1A 日医工
46ﾍﾟﾙｼﾞﾋﾟﾝ注射液 10mg 10mg 10mL 1A ｱｽﾃﾗｽ ｻﾘﾍﾟｯｸｽ注0.1% 10mg 10mL 1A 日医工
47ﾍﾙﾍﾞｯｻｰ注射用 10mg 10mg 1A 田辺三菱 塩酸 注射用ｼﾞﾙﾁｱｾﾞﾑ 10「日医工」 10mg 1A 日医工
48ﾍﾙﾍﾞｯｻｰ注射用 50mg 50mg 1A 田辺三菱 塩酸 注射用ｼﾞﾙﾁｱｾﾞﾑ 50「日医工」 50mg 1A 日医工
49ﾍﾟﾝﾄｼﾘﾝ注射用 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ 大正富山 ﾋﾞｸﾌｪﾆﾝ注射用1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ 日医工
50 静注用 ﾍﾟﾝﾄｼﾘﾝ 2g ﾊﾞｯｸﾞ 2g 1ｷｯﾄ 大正富山 ﾋﾞｸﾌｪﾆﾝ注射用2g 2g 1ﾊﾞｲｱﾙ 日医工
51ﾐﾈﾗﾘﾝ注 2mL 1A 日薬 ﾒﾄﾞﾚﾆｯｸ注 2mL 1A 大洋

52 静注用ﾓﾀﾞｼﾝ 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ GSK 静注用ｾﾊﾟﾀﾞｼﾝ 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ 光製薬

53ﾗｼｯｸｽ注 20mg 20mg 1A ｻﾉﾌｨA ﾌﾛｾﾐﾄﾞ注「ﾐﾀ」 20mg 1A ｷｮｰﾘﾝ

54硫酸ｱﾐｶｼﾝ注射液「萬有」 100mg 1A 万有 ﾍﾞﾙﾏﾄﾝ注100mg 100mg 1A 日医工
55ﾘﾝﾃﾞﾛﾝ注 2mg (0.4%) 2mg 0.5mL 1A 塩野義 ﾘﾉﾛｻｰﾙ注射液2mg (0.4%) 2mg  1A わかもと

56 静注用 ﾛｾﾌｨﾝ 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ 中外 静注用ｾﾌｨﾛｰﾑ 1g 1g 1ﾊﾞｲｱﾙ 日医工
57ｵﾑﾆﾊﾟｰｸ 300 64.71% 20mL 1V 第一三共 ｲｵﾊﾟｰｸ 300 64.71% 20mL 1V コニカ

58ｵﾑﾆﾊﾟｰｸ 300 64.71% 50mL 1V 第一三共 ｲｵﾊﾟｰｸ 300 64.71% 50mL 1V コニカ

59ｵﾑﾆﾊﾟｰｸ 300
64.71% 100mL 
1V

第一三共 ｲｵﾊﾟｰｸ 300
64.71% 100mL 
1V

コニカ

60ｵﾑﾆﾊﾟｰｸ 300 ｼﾘﾝｼﾞ
64.71% 100mL 
1ｼﾘﾝｼﾞ

第一三共 ｲｵﾊﾟｰｸ 300 ｼﾘﾝｼﾞ
64.71% 100mL 
1ｼﾘﾝｼﾞ

コニカ

61ｵﾑﾆﾊﾟｰｸ 350 75.49% 50mL 1V 第一三共 ｲｵﾊﾟｰｸ 350 75.49% 50mL 1V コニカ

63ｵﾑﾆﾊﾟｰｸ 350
75.49% 100mL 
1V

第一三共 ｲｵﾊﾟｰｸ 350
75.49% 100mL 
1V

コニカ

64ｵﾑﾆﾊﾟｰｸ 350 ｼﾘﾝｼﾞ 75.49% 100mL 
1ｼﾘﾝｼﾞ

第一三共 ｲｵﾊﾟｰｸ 350 ｼﾘﾝｼﾞ 75.49% 100mL 
1ｼﾘﾝｼﾞ

コニカ

タゴシッド200mg アステラス
テイコプラニン点滴静注用200mg　　　　　　　　　　　日医工

シプロキサン注 300mg　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バイエル 　シプロフロキサシン点滴静注液300mg　　　　日本ケミファ

プロスタンディン 20　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小野 タンデトロン注射用20　　　　　　　　　　　高田 



置き換えに当たって医師の意見
を聞きました



後発品切り替えに対する医師意見
「ゾビラックス」

• ゾビラックス切り替え（皮膚科医師）
– ゾビラックス と後発品との違いですが、浸透圧比が1.1 

(ゾビラックス) 対して 0.6～0.7 (後発品) と違っており、添
加物で水酸化ナトリウムの量が違うようです

– ヘルペスウイルス性脳炎など、生命予後に大きく影響しう
る疾患に対して使用する重要な薬剤を、使用実績の少な
い後発品に変更するのは納得できませんし、責任を 持っ
て処方することも出来ません。

・結論：ゾビラックスは生食に溶解したときの値、後発は
注射用蒸留水に溶解したときの値。生食に溶かせば
同じ。



後発品切り替えに対する医師意見
「リンデロン」

• 呼吸器科医師
– ジェネリック薬品ですが、リンデロンの注射製剤は残してく
ださい。 アスピリン喘息の患者では、防腐剤で悪化します
し、コハク酸塩でも使えないことが多いので、リンデロンが
ジェネリックになった場合安心して使えません。重積発作
の場合患者の死亡に繋がりますのでよろしくお願いしま
す。　

• 結論
– 当初採用予定の後発品を別の後発品に変えた（リンデロ

ンの添加物より、添加物の種類の少ない後発品に変え

た）　　　　　　　　



後発品切り替えに対する医師意見
「カイトリル」

• 外科医師
– カイトリルバッグをアンプル製剤の後発品に変え

るということに関してですが，ただでさえ抗がん剤
の混注に手間がかかるのに，バッグ製剤をやめ
るというのは医療安全の面でも逆行 しているよう
に思いますのでバッグ製剤のままでご考慮いた
だければ幸いです．

–結論
–バック製剤のある後発品に変えた。 



後発品切り替えに対する医師意見
「抗がん剤」

• 外科医師

–抗がん剤の後発薬は安全性や有効性が
保障されているのか？合併症発生時や緊
急時の情報提供体制は大丈夫か？

– メーカーの説明会を実施
• タキソール→パクリタキセル（日本化薬） 　

• パラプラチン→カルボプラチン（サンド）



入院患者さんへジェネリック
医薬品のお知らせ

• 当院ではジェネリック医薬品を使用することがありま
す。

• ジェネリック医薬品に対するご質問がありましたら担
当医や薬剤師にお聞きください。

• 患者クレームは２件
– 医師の入院患者からのクレーム1件のみ「ゾロは使っても

らいたくない！」

– VIP患者さんから「抗がん剤のジェネリックはいやだ」

– 抗菌剤アレルギー体質の患者から、抗菌剤のジェネリッ
クを使って欲しくないという要望



医薬品情報担当の薬剤師の役割

• ＤＰＣ移行に伴うジェネリッ
ク医薬品導入では医薬品
情報担当の薬剤師の役割
が大事

• 医師の質問に対する回答

• 看護師に対するジェネリッ
ク医薬品の置き換えに対す
る情報提供
– 医師の口頭指示を看護師が
後発品対照表を見比べて用
意する

ＤＩ担当の薬剤師の森さん



　　　　６５品目の注射薬の６５品目の注射薬の
　　　　置き換え評価　　　　置き換え評価



ジェネリック医薬品への
　　置き換え評価

• 名称類似性によるヒヤリハット
– イノバン（先）→ドパミン（後）

– ドブトレックス（先）→ドブタミン（後）

– イノバンの後発をドブタミンと

　間違えそうになった

–注射薬の対照表を作成

• ラセナゾリン副作用１例
–アナフィラキシー様症状

• フサンの後発で透析回路の凝血２例
対照表しおりの作成





　持参薬管理

• ＤＰＣでは徹底した持参薬管理が必要
– 入院案内で持参薬の入院時持ち込みのお知らせ

– 入院時に病棟担当薬剤師が持参薬チェックと術
前薬の服薬指導を行う

–持参薬の鑑別票を作成

–持参薬の病棟保管

–退院時に病棟担当薬剤師が持参薬と退院時処
方薬の服薬指導を行う



持参薬管理

ＤＰＣでは徹底

した持参薬管理

が求められる

持参薬が３倍に

増えた

　

７階病棟担当
薬剤師の
石井さん



佐久総合病院(長野）の
持参薬センター

• 佐久総合病院の持参薬センターでは年間
2000万円の医薬品費節減に貢献している。



パート３
地域医療計画の見直し

2006年６月第５次医療法改正
地域医療計画の見直し



第５次医療法改正（2006年）
地域医療計画の見直し(2008年施行）

　疾病別・事業別の地域連携ネットワーク

1次医療

2次医療

3次医療

患者・住民

かかりつけ医 核となる
医療機関

医療機関
医療機関

医療機関

医療機関医療機関

医療機関

介護施設
介護施設

保健所

移行

日常医療圏
二次医療圏に近いが
疾患や地域に
よっては異なる

現在の医療計画の問題点
①患者の実際の受療行動と異なる
②疾病動向を勘案していない
③地域の医療機能に関係なく
　結果として大病院重視の階層構造

特殊な医療は都
道府県を越えた

対応が必要

これまでの医療計画の
考え方

＊４疾患（がん、脳卒中、糖尿病、急性心筋梗塞）と５事業（救急医療、災害医療
、へき地医療、周産期医、小児医療）別のネットワーク形成
　 

疾病



4疾患5事業

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

　 

地域連携クリティカルパスが連携ツールとして
地域医療計画作成指針に採用



2013年地域医療計画
次期見直し

地域医療計画は5年計画

2008年～2012年



医療計画見直しスケジュール（案）
2010年 　　　　　　2011年 2012年 2013年

厚
生
労
働
省

都
道
府
県

（10月～）
社会保障審議会医療部会

における議論

（12月～）
医療計画の見直し等に関する検討会

医療計画作成指針の改正案等について
議論

改正指針
等を都道府
県へ提示

医療計画

の策定
医療計画
の実施

2008年～2012年（医療計画の5年間）



医療計画見直し等検討会

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長 

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授 

• 神野 正博 全日本病院協会副会長 

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事 

• 末永 裕之 日本病院会副会長 

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事 

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事 

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長 

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長 

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授 

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長 

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学院教授 

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長 

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長
第１回検討会
2010年12月17日



医療計画見直し等検討会

• 第１回　2010年12月17日
– 医療計画制度の現状と課題等について

• 第２回　2011年2月18日
– 医療計画の新たな評価手法の導入等について

• 東京医科歯科大学・河原教授：「医療計画を踏まえた
医療連携体制構築に関する評価方法について」

• 尾形委員：「医療計画におけるPDCAサイクルによるマ
ネジメントについて」

• 武藤座長：「医療連携体制に係る各都道府県の取り組
み状況の差異について」　



第１回検討会（２０１０年１２月１７日）

• 二次医療圏そのものも見直しの必要性
– 全日本病院協会　神野正博副会長

• 「医療圏そのものを見直し、定義をきちんとすべきかもしれない」

• 精神疾患を医療計画へ
– 日本精神科病院協会　長瀬輝誼副会長

– 精神科疾患は以前から比べると、かなりのウエートを占
めるようになった

– 精神科疾患にも配慮して医療計画を作るべき」だとの考
えが示された。

• 介護との連携
– 日本医師会　鈴木邦彦常任理事

• 高齢化が進み、医療だけでは地域は支えられない

• 介護との連携の必要性



第１回検討会（２０１０年１２月１７日）

• 中小病院の役割
– 日本医療法人協会　　伊藤伸一副会長

• DPC病院以外の地域の一般病院の機能を、医療計画の中にどのような
形で盛り込むのか。病院機能、病床機能をもう少し明確に表すようにす
べきでないか

• 歯科連携
– 日本歯科医師会　池主憲夫常務理事

• 医療連携における歯科連携の重要性を強調した。

•  薬局の役割
– 日本薬剤師会　山本信夫副会長

– 在宅における癌治療、緩和医療における薬局の役割



第２回検討会（２０１０年２月１８日）

• 医療計画策定のためのデータ集積や分析の
在り方
– 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授 

• 「患者動向を示す最新データが、医療計画の見直し検討には必
須である」

• 「この5年間にDPCデータやレセプトオンラインデータが整備されて
きているので、こうしたデータベースの利用が不可欠」

• 医療計画の評価
– 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授 

• 医療計画では、ＰＤＣＡサイクルを回すことが必要

• 医療計画作成評価
– 国際医療福祉大学大学院武藤正樹



医療計画見直し等検討会
• 第３回　平成23年2月28日

–各都道府県の医療計画への取り組み状況につ
いて

• 千葉県健康福祉部・井上理事：「医療計画への取り組
みについて」

• 山口県宇部環境保健所・惠上所長：「地域医療連携体
制構築に関する保健所の関与について」

• 伏見委員：「医療圏における地域疾病構造及び患者
受療行動に基づく地域医療の評価について」

• 青森県健康福祉部・大西保健医療政策推進監：「保健
医療計画の策定について」



医療計画見直し等検討会

• 第４回　平成23年5月23日（月）14:00
– 「災害医療について」　厚労省医政局指導課救急・周産
期医療等対策室　宮本室長

– 「東日本大震災におけるＤＭＡＴの活動について」　小井
土ＤＭＡＴ事務局長　国立病院機構災害医療センター臨
床研究部長

– 「二次医療圏データベースを用いてわかること」　国際医
療福祉大学大学院　高橋泰教授

– 「循環器疾患の地域医療連携の取り組み」順天堂大学医
学部　田城准教授



第４回医療見直し等検討会

• ポストＤＭＡＴのシステム作り
– 鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）

• 被災地における急性期医療のニーズが低かったことなどを挙げ、
「これまでDMATが想定していなかったことが起きている」

– 末永裕之委員（日本病院会副会長）
• 「JMAT（日本医師会災害医療チーム）や病院団体との協働作業
で、『ポストDMAT』をどうするかが課題

• 亜急性期から慢性期を含めた長期的な支援の必要性を強調

• 災害時の情報連携の構築
– 神野正博委員（全日本病院協会副会長）

• 津波による患者情報の流失などが起こったことから、「情報連携
を何らかの形で入れ込むことが、これからの災害医療、あるいは
医療計画に必要なことだと思う」



第５回医療計画見直し検討会

7月13日

在宅医療

集中検討会議パターン１と医療計画と
の関係は？



第５回医療計画見直し検討会

• 厚生労働省医政局指導課在宅医療推進室
– 在宅医療に係わる提供体制、とくに在宅療養支援診療所
や在宅療養支援病院、訪問看護ステーションの現状の説
明

• 医療計画における在宅医療の位置づけ
– 神野正博委員（全日本病院協会副会長）

• 「医療法上、在宅医療は規定されているものの、4疾病5事業にく
らべて、医療機関も行政も、そして国民も（医療計画の項目として
）なじみが薄い。在宅を事業として、精神疾患を入れて5疾病6事
業、あるいは5疾病5事業1在宅などときちんと明示し国の指針を
示すべきである。」

• 在宅医療指針を別途通知する予定



第６回医療計画見直し検討会

• 第６回医療計画見直し検討会　10月6日

• 検討課題
–精神疾患の医療体制構築に係わる指針

• 傷害保健福祉部　精神・障害保健課　福田課長

– 二次医療圏の設定のあり方、指標の設定・評価
のあり方について

• 医師確保等地域医療対策室田辺専門官



医療圏とは
• 医療圏

– 都道府県は、医療計画の中で、病院の病床及び
診療所の病床の整備を測るべき地域的単位とし
て区分する医療圏を定めることとする

– ３次医療圏
• 都道府県単位　５２医療圏（北海道６医療圏）

• 特殊な医療を提供（高度救命救急センター、都道府県
がん診療連携拠点病院等）

– ２次医療圏
• ３４９医療圏（2010年4月現在）

• 一般の入院医療に係わる医療を提供

• 地理的条件、患者需要、交通事情等



二次医療圏の課題

• 二次医療圏の設定状況に以下の格差がある
– 患者の受療動向の差

– 人口・面積の差

• 二次医療圏の設定に関する課題
– 1985年（昭和60年）の設置後、変更されていない地域もあ

り、医療提供体制について医療圏格差が生じている

– 医療計画の作成指針では医療圏の設定について人口構
造、患者の受療の状況等を検討することになっているが、
数値による目安が示されていない

– 人口、患者の受療状況(医療圏を超えた流入／流出割合
）等を評価し、その特徴を捉える事が必要



新潟県における二次医療圏見直し
13圏域（1987年）→７圏域（2006年）



二次医療圏見直し（新潟県）

• 見直しの背景
– 高速交通体系、医療情報の受発信・共有基盤の
整備

– 市町村合併の進展で１３圏域の過半数が１～2市
町村で構成、二次医療圏（広域市町村圏）の趣
旨に合わなくなってきた

• 二次医療圏の見直し
– 13圏域（1987年）→７圏域（2006年）



人口、流入流出でみた
二次医療圏のパターン

　　　110医療圏（離島９を除く）
　人口17.6±26.1万人
　面積1290±1116Km２
　人口密度306±826人/Km2

　　　流出型

　　　　　98医療圏
　人口51.5±42.7万人
　面積42.4±353Km２
　人口密度2922±3967人/Km2

 　　　流入出型

　

　　108医療圏（離島３島を除く）
　人口42.8±40.6万人
　面積1566±1384Km2
　人口密度　466±790人/Km2

　　　　自己完結型

　　　20医療圏
　人口52．3±57.3万人
　面積950±764Km2
　人口密度120±2500人/Km2

　　　　　流入型

患者流入率（％） 20％

患
者
流
出
率

２０％



人口２０万人以下で、
流出２０％以上の医療圏を見直

してはどうだろうか？



埼玉県2次医療圏

総合計画である「ゆとりとチャンスの埼玉プラン」において定められた
地域区分と整合性を図るため、二次保健医療圏を9圏域から10圏域に変更(2010年）

http://www.pref.saitama.lg.jp/yutori-chance/chiiki.html


秩父医療圏

2次医療圏データベースより



秩父医療圏
病院情報
病院数 14

DPC対
象病院

大学病
院

救急救
命セン
ター

地域医
療支援
病院

がん診
療拠点
病院

周産期
母子医
療セン
ター

総合入院
加算

病院数 0 0 0 0 0 0 0

病床情報 (H20年 病院報告)

　 一般 療養
病床数 472 247 

人口10万人あた
りの病床数

434 227 

病院勤務医数
　 医師 　
人数 51.0 　

人口10万人あた
り

47 　

2次医療圏データベースより



次期医療計画の見直しの方向性

災害医療、精神医療、在宅医療



4疾患5事業の見直しの方向性

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

–⑤精神疾患

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

–＊在宅医療構築
に係わる指針を
別途通知する

　 



方向性その①
災害拠点病院の見直し



災害拠点病院の要件見直し

東北３県9医療圏が
被災した





東日本大震災を受け
災害拠点病院の５つの課題

• ①建物の耐震性

• ②災害時の通信手段の確保

• ③広域災害救急医療情報システム
（EMIS）

• ④ライフライン

• ⑤備蓄

• その他
– ヘリポート



岩手県立釜石病院も被災した
全床再開に向け、耐震補強工事を

急ピッチで進めた　
　　　　　　　　　

　　　岩手県立釜石病院

釜石病院の耐震化工事を説明する遠藤院長（左）



方向性その②
精神医療の見直し

日本の精神医療の特殊性







「地域医療計画の5疾患目に
　　　　　　　　　　精神科疾患を要望」

（日本精神科病院協会） ２０１０年１２月２２日
　　　　　　　　
• 社団法人 日本精神科病院協会長 山 崎 學氏

• 今後増加する精神疾患患者への医療提供体制を安
定的に確保するためには、一般医療と精神科医療
との連携強化や地域連携を一層強化する必要があ
る。 

• このため、医療計画のいわゆる４疾病５事業の疾病
に、精神疾患を追加し、５疾病５事業とすることにつ
いて検討していただきたい。



社会保障審議会医療部会
（2011年7月6日）

• 医療計画の５疾患目に精神疾患を追加することで合意
– 精神疾患の患者数は323万人（2008年患者調査）

– ４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）のいずれより
も多い

– 自殺による死亡者数3.1万人（糖尿病死亡者数1.4万人より多
い）

• 委員からは積極的に支援する意見があいついだ
– 「精神疾患は社会全体で見守らなければならない」（高智英
太郎健保連理事）

– 「他の４疾病よりも地域連携が必要」（横倉義武日医副会長）







方向性その③
在宅医療の見直し

第５回医療計画見直し検討会



「在宅医療指針」

• 国立長寿医療研究センターが中心になって
取りまとめた「在宅医療体制構築に係る指針
案」を参考にする方針。
– 24時間365日、患者の生活の視点に立った多職
種連携医療の確保

– 看取りまで行える医療のための連携体制

– 認知症の在宅医療の推進

– 介護との連携―などの観点から、各都道府県が
地域の実情に合わせて計画を策定すべき





パート４
公立病院改革ガイドライン

自治体病院こそが

地域医療の担い手



公立病院改革ガイドライン

• 背景
– 公立病院経営悪化

–自体財政悪化

• 公立病院改革プラン
– 2008年プラン作成

• 公立病院改革プランの３
つの柱
–①経営効率化　　　　　

• 3年程度（2010年ごろまで）

–②再編・ネットワーク化
• 5年程度（2012年ごろまで）

–③経営形態の見直し　　
• 　5年程度（2012年ごろまで）



公立病院改革はなぜ必要か？

①　自治体病院の経営状態・コスト構造の改革

②　地方自治体財政の健全化の要請

③　「民間でできることは民間へ」民営化の流れ

　→独立行政法人化・指定管理者制度導入の
推進

④　医師不足解消

　→研修制度・医師引き上げによる人材不足の
影響を公立病院は強く受ける

　⇒診療科の閉鎖・廃院に追い込まれる病院も
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民間病院と公立病院の収支比較　平成20年度データ

出所：厚生労働省「第17回医療経済実態調査」より作成

　 民間病院 公立病院

1病床当たり収入 13,159千円 16,006千円

人件費率 53.3% 58.5%

材料費率 20.0% 26.8%

委託費率 5.4% 9.3%

医業収支比率 1.4% -13.7%
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民間病院と公立病院の収支比較　　平成20年度データ

• １病床当たり売上高について、公立病院は民間病院と比べて280万円高い

• 人件費率について、公立病院は民間病院と比べて5.2ポイント高い

• 材料費率について、公立病院は民間病院と比べて6.8ポイント高い

• 委託費率について、公立病院は民間病院と比べて3.9ポイント高い

• 医業収支比率について、公立病院は民間病院と比べて12.3ポイント低く赤
字である

　【公立病院】

　　病床を多く抱え、1病床あたりの収入も多いが、高コスト体質のため

　　医業収支（利益）が民間病院よりも低くなっている。

　　公立病院は民間病院と比べて、利益を出しにくい体質である。



公立病院改革プランの３つの柱

• ①経営効率化
– 経常収支比率

– 人件費率

– 病床利用率
• 3年連続で病床利用率

70％未満の場合、診療
所への転換や病床削減

• ②再編ネットワーク化
– 公立病院同士の再編

– 診療科の再編

• ③経営形態の見直し
– 地方公営企業法全部適用

– 独立行政法人非公務員型

– 指定管理者制度



①経営の効率化

• 経営指標に係る数値目標を設定
– １） 財務の改善関係（経常収支比率、職員給与
費比率、病床利用率など）

– ２） 公立病院として提供すべき医療機能の確保
など

• 一般会計からの所定の繰出後、「経常黒字」
が達成される水準を目途
– （地域に民間病院が立地している場合、「民間病

院並の効率性」達成を目途）

–  病床利用率が過去3 年連続して７０％未満の病
院は病床数等を抜本的見直し
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公立病院改革プラン状況
出典：総務省　「公立病院改革プラン実施状況等の調査結果」　平成22年9月30日調査

① 改革プランの策定団体数、病院数 635団体、904病院
（99.7％）

② ①の内、21年度において経常黒字の病院 369病院（40.8％）

③ ①の内、目標年度である23年度までに経常黒字
が見込まれる病院

628病院（69.5％）

④ プラン策定市町村のうち点検評価済の団体 616団体（97.8％）



②再編・ネットワーク化

• 都道府県は、再編・ネットワーク化に医療計
画の改定と整合を確保しつつ、主体的に参画

• 二次医療圏等の単位での経営主体の統合を
推進

• 医師派遣拠点機能整備推進。病院間の機能
重複を避け、統合・再編含め検討





③経営形態の見直し

• 人事・予算等に係る実質的権限、結果への
評価・責任を経営責任者に一体化

• 選択肢として、地方公営企業法全部適用、地
方独立行政法人化、指定管理者制度、民間
譲渡を提示

• 診療所化や老健施設、高齢者住宅事業等へ
の転換なども含め、幅広く見直し
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公立病院改革ガイドラインより

　地方公営企業法の全部適用については、比較的取り組み易い側面がある
半面、逆に民間的経営手法の導入が不徹底に終わりがちであることに留意
すべき。また、いずれの経営形態によっても、権限と責任が一体化される予
必要がある。

　○地方公営企業法の全部適用　→　効果がない場合は見直しが必要

　○地方独立行政法人化（非公務員型）　→　公務員型は認められない

　○指定管理者制度の導入　→　適切な管理者の選定に留意

　・　地方公営企業法全部適用による「改革したフリ」はNG。
　・　独立行政法人化・指定管理者制度導入等の抜本的な改革が求められる。

経営形態の見直し
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参照：公立病院事業の主な経営形態

地方公営企業法

全部適用

独立行政法人　

非公務員型

指定管理者制度

開設者 地方公共団体 地方独立行政法人 地方公共団体

事業責任者 病院事業管理者 法人の長（理事長） 受託事業者（公益
法人、医療法人等）

病院の位置づけ 都道府県が設置す
る地方公営企業

都道府県が設置す
る地方独立行政法
人

公設民営

職員の身分 地方公務員 民間職員と同様 受託者の職員

（民間職員）となる

経営 管理者の権限と責
任において経営を
行う

設立団体の長（知
事）が中期目標を設
定する

受託契約の範囲内
で受託者が事業を
実施する
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公立病院改革プラン策定・公表後の現状
2010年9月末現在の経営形態見直し計画の状況

出典：総務省　「公立病院改革プラン実施状況等の調査結果」　平成22年9月30日調査

　
平成22年9月
末現在の経営
形態

　 　 　 　

経営形態の
見直しを実施
予定の病院

　 　
経営形態の見
直しの実施予
定なしの病院

経営形態の見
直しの内容を
決定済の病院

経営形態の見
直しの内容を
検討中の病院

経営形態の見直し
を行っていない病
院（地方公営企業
法一部適用）

467 423 54 369 44

既に経営形態の
見直しを行ってい
る病院

437 193 22 171 134

　
地方公営企業
法全部適用 338 175 22 153 89

　
指定管理者制
度 59 18 - 18 34

　
地方独立行政
法人 40 - - - 11

合　　計 904 616 （※）76 540 178
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（※）経営形態の見直しの内容を決定済みの
病院の見直し後の経営形態

出典：総務省　「公立病院改革プラン実施状況等の調査結果」　平成22年9月30日調査

　
平成22年
9月末現在
の経営形態

見直し後の経営形態

地方公営企業法
全部適用

指定管理者
制度

地方
独立行政法人

診療所
民間
譲渡

一部
適用の
病院

54 27 8 10 6 3

全部
適用の
病院

22 - 4 9 5 4

合　　計 76 27 12 19 11 7
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公立病院改革ガイドラインより

採算性等の面から民間医療機関による提供が困難な医療を提供すること

①山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地域の一般医療

②救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療

③がん・循環器等、高度・先進医療

④研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能

例えばこれらの内容について自らの果たすべき役割を見直し、明確化し、
これを踏まえた市財政からの経費負担の基準を設定する

ただし、これらの事業はマネジメントできない赤字となりやすいため、
運営資金等格別の配慮が必要

公立病院の果たすべき役割の明確化



地域医療計画の
実施主体としての公立病院

５疾患５事業に着目しよう！



4疾患5事業の見直しの方向性

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

–⑤精神疾患

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

–＊在宅医療構築
に係わる指針を
別途通知する

　 



　　　　　　　　　　　　　　　まとめと提言まとめと提言

・・20122012年診療報酬改定では４つの視点が年診療報酬改定では４つの視点が
踏襲される踏襲される
・地域医療計画では医療圏見直し、災害医・地域医療計画では医療圏見直し、災害医
療、精神医療、在宅医療が課題療、精神医療、在宅医療が課題
・公立病院改革ガイドラインの実施が佳境・公立病院改革ガイドラインの実施が佳境
を迎えるを迎える
・自治体病院にとっては経営形態見直しが・自治体病院にとっては経営形態見直しが
喫緊の課題となる喫緊の課題となる
・・



　　　　　　コーディネーター　　　　　　コーディネーター
武藤正樹（国際医療福祉大学大学院教授）武藤正樹（国際医療福祉大学大学院教授）

成田徹朗（国際医療福祉大学大学院准教授）成田徹朗（国際医療福祉大学大学院准教授）



趣旨

• 危機的な状況にある地域病院の再生について、セミ
ナーでは以下について学びます

• ４つの再生
• ①病院の人的再生
• ②病院の質・安全を担保した経営再生
• ③病院建築・設備再生
• ④病院資金再生

• ３つの視野
• ①業際的・複眼的視野
• ②制度的な視野
• ③国際的な視野



プログラム

• ①　9／24（土）
– 地域医療再生とは

– 東日本税理士法人
代表社員　長　隆

• ②10／1（土）
– 暴かれた地域医療の実像：銚子総合病院事例

– 東北大学大学院　教授　伊藤　恒敏

• ③10／8（土） 
– 地域医療再生とIHNについて

– （財）キヤノングローバル戦略研究所　研究主幹　松山幸
弘



プログラム

• ④10／15（土）
–十和田市立中央病院の経営改革事例

–十和田市副市長　小久保　純一

• ⑤10／22（土）
–上野原市地域医療再生事業の現状

–上野原市　市長　江口　英雄

• ⑥10／29（土）
–民間病院の再生事例

– 医療法人北海道家庭医療学センター　法人事業
局長　高橋　宏昌



プログラム

• ⑦11／5（土）
– 和歌山県那智勝浦町立温泉病院再生事例

– 和歌山労災病院病院長
南條輝志男

• ⑧11／12（土）
– 独立行政法人国立病院機構滋賀病院の改革

– 独立行政法人国立病院機構滋賀病院　院長　井上修平

• ⑨11／19（土）
– 豊川市の地域医療連携事例

– 豊川市民病院　事業管理者
佐々木　信義



プログラム

• ⑩11／26（土）
– 地域再生の先導的モデル構築について

– 企業再生支援機構　代表取締役社長 西澤 宏繁

• ⑪12／3（土）
– 地域復興再生への資金援助について

– 福祉医療機構　理事　瀬上清貴 

• ⑫12／10（土）
– 医療・介護再生への提言
－なぜ日本人は同じ轍を踏んで来たのか！－

–埼玉県済生会栗橋病院長補佐　本田　宏



プログラム

• ⑬12／17（土）
– 地域に基盤を置いた連携体制の構築による
効率的な医療提供について

– 社会保険横浜病院　院長　大道　久

お申し込みは国際医療福祉大学大学院乃木坂スクールから
http://www.iuhw.ac.jp/daigakuin/nogizaka/　

http://www.iuhw.ac.jp/daigakuin/nogizaka/


医療が変わるto2020

• 武藤正樹著

• 医学通信社　５月発売

• Ａ５判　３２０頁、２４００
円

• DPC/PDPS，地域連携，
P4P，臨床指
標，RBRVS，スキルミク
ス，etc

• 好評発売中



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
　　gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/
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